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はじめに 

 

再生可能エネルギーの導入は、地球温暖化対策はもとより、エネルギーセキュリティの

確保、自立・分散型エネルギーシステムの構築、新規産業・雇用創出等の観点からも重要

である。このため、環境省では、今後の再生可能エネルギーの導入普及施策の検討のため

の基礎資料とすべく、平成 21～22 年度に「再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査」、

平成 23～28 年度に「再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備」、平成 29～

令和元年度に「再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報等の整備・公開等」を実

施し、我が国における再生可能エネルギー（太陽光、風力、中小水力、地熱、太陽熱及び

地中熱）の賦存量、導入ポテンシャル及びシナリオ別導入可能量の推計等を行い、併せて

ゾーニング基礎情報を整備したところである。 

本業務では、環境省がこれまでに整備した再生可能エネルギーに関する情報・ツールに

ついて、利用者の利便性向上という観点から、WebGIS システムの機能強化・過年度業務の

概要資料の改訂等を行いつつ、防災等の地域ニーズ関係情報等も含め、広く国民一般にわ

かりやすい形でデータベースとして再生可能エネルギーの導入ポテンシャルを整備するも

のである。 

 

本報告書は、これらの成果をとりまとめたものである。 

 

なお、平成 21 年度から令和元年度の調査結果は、環境省の再生可能エネルギー情報提供

システム（REPOS）に公開されている。あわせてご参照頂ければ幸いである。



 
 

 本業務は令和２年度環境省委託業務として、株式会社エックス都市研究所、アジア航測

株式会社の２社による共同体制によって実施した。検討に当たって、作業進捗会議を設置

し、以下の有識者から外部アドバイザーとしてのご助言・ご指導を頂いた。また、ヒアリ

ング等を通じて多くの方々のご協力を賜った。この場をお借りして感謝申し上げたい。 
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